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上 場 会 社 名         世紀東急工業株式会社                    上場取引所     東 
コ ー ド 番 号           １８９８                                     本社所在都道府県  東京都 
（ＵＲＬ  http://www.seikitokyu.co.jp/ ） 
代  表  者     役職名 代表取締役社長  氏名 奥澤 靖司 
問合せ先責任者     役職名 取締役財務部長  氏名 佐藤 俊昭          TEL (03) 3434－3256 
決算取締役会開催日   平成18年11月14日       配当支払開始日   － 
単元株制度採用の有無            有 (１単元  1,000 株) 
 
１． 18年9月中間期の業績(平成18年4月1日～平成18年9月30日) 
(1) 経営成績                          （注）記載金額は百万円未満を切り捨てております。 
 売 上 高     営業利益 経常利益 
 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 
18年9月中間期 
17年9月中間期 

25,008  33.9 
      18,674 △ 8.8 

       △567   ― 
△1,480   ― 

△762   ― 
△2,167   ― 

18年3月期        62,353     22     △848     
 
 

中間(当期)純利益 １株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円      ％ 円  銭 

18年9月中間期 
17年9月中間期 

△951   ― 
△18,586   ― 

△6.81 
△300.82 

18年3月期 △17,128     △170.17 

 
 
 

 (注)①期中平均株式数  18年9月中間期  139,731,254株  17年9月中間期  61,786,116株  18年3月期 100,655,938株 
なお、当社が発行する優先株式は、普通株式と同等とみなされるため、期中平均株式数にはこれらの株式数を含めております。 

    ②会計処理の方法の変更     無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)財政状態 
 総 資 産     純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
 百万円 百万円 ％ 円   銭 
18年9月中間期 
17年9月中間期 

41,431 
42,833 

2,736 
2,407 

6.6 
5.6 

19.58 
17.23 

18年3月期 52,777 3,718 7.0 26.61 
 (注)①期末発行済株式数 18年9月中間期  139,728,691株  17年9月中間期  139,748,230株  18年3月期 139,733,505株 
   ②期末自己株式数   18年9月中間期      125,274株  17年9月中間期      105,735株  18年3月期     120,460株 
     なお、当社が発行する優先株式は、普通株式と同等とみなされるため、期末発行済株式数にはこれらの株式数を含めております。 
 
２．19年3月期の業績予想(平成18年4月1日～平成19年3月31日) 

  売 上 高     経常利益 当期純利益 
  

 百万円 百万円 百万円   

通   期 65,670 470 220   

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)         1円57銭 
 

３． 配当状況 
 ・現金配当 1株当たり配当金（円） 
 中間期末 期末 年間 
18年3月期 0.00 0.00 0.00 
19年3月期（実績） 0.00 － 
19年3月期（予想） － 0.00 

0.00 

 
※ 業績予想につきましては、現時点において合理的と判断する一定の前提に基づいており、様々な不確定要素が内在 
しているため、実際の業績は予想数値と異なる可能性があります。 
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１１１１．．．．個別中間財務諸個別中間財務諸個別中間財務諸個別中間財務諸表表表表        
 
（１）中 間 貸 借 対 照 表 

                                                 （単位：百万円） 

当 中 間 会 計 期 間 末 前 中 間 会 計 期 間 末 前事業年度の要約貸借対照表 

（平成１8年９月３０日現在） （平成１7年９月３０日現在） （平成１8年３月３１日現在） 

        期    別  

 

 科    目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（ 資 産 の 部 ）  ％  ％  ％ 

       

流 動 資 産 ２３，７００ ５７．２ ２５，２９９ ５９．１ ３５，１３９ ６６．６

  現 金 預 金 ７０５  １，１５２  １，７６６

  受 取 手 形 １，１７７  ３，９３８  ３，３０９

  完成工事未収入金 ７，８５５  ９，２７３  １８，０８０

  売 掛 金 ５，５９２  ３，９５２  ６，２７８

  販 売 用 不 動 産 ７２  １０７  １０２

  未成工事支出金 ５，６７３  ５，４８０  ３，６８８

  短 期 貸 付 金 １，０１２  ４１８  ５３４  

  そ の 他 ２，４８４  ２，００１  ２，３６３  

  貸 倒 引 当 金 △ ８７３  △ １，０２３  △ ９８４  

       

固 定 資 産 １７，７３１ ４２．８ １７，５３４ ４０．９ １７，６３８ ３３．４

有 形 固 定 資 産 １６，０５０  １４，９４４  １５，６４１

  土 地 １２，１０９  １１，３７１  １１，９３６  

  そ の 他 ３，９４０  ３，５７３  ３，７０５  

       

無 形 固 定 資 産 １４５  １９１  １６４  

      

投資その他の資産 １，５３５  ２，３９７  １，８３２  

  投 資 有 価 証 券 ４２２  ９１５  ４５５  

  関 係 会 社 株 式 ４０５  ４０５  ４０５  

  長 期 貸 付 金 １６２  １８３  １７２  

  長 期 滞 留 債 権 １９，８６０  ２０，２８９  １９，８８５  

  破産更生等債権 ２，３４３  ３，５４４  ３，０２１  

  そ の 他 ５２６  ８１３  ６７９  

  貸 倒 引 当 金 △ ２２，１８６  △ ２３，７５３  △ ２２，７８７  

資 産 合 計 ４１，４３１ １００．０ ４２，８３３ １００．０ ５２，７７７ １００．０
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                                                 （単位：百万円） 

当 中 間 会 計 期 間 末 前 中 間 会 計 期 間 末 

（平成１8年９月３０日現在） （平成１7年９月３０日現在） 

前事業年度の要約貸借対照表 

（平成１8年３月３１日現在） 

        期    別  

 

 科    目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  ％ 

       

流 動 負 債 ２１，１９１ ５１．１ ２２，０３２ ５１．４ ３１，１３１ ５９．０

  支 払 手 形 ６，１３７  ５，０７５  ８，４３２

  工 事 未 払 金 ５，３０７  ５，８１２  １０，０７０

  買 掛 金 ２，５４６  ２，３７１  ５，２３３

  短 期 借 入 金 ２，５７１  ４，１４０  ３，７８６

  未成工事受入金 ３，５２２  ３，８５３  ２，５４６  

  完成工事補償引当金 ４９  ３９  ３５  

受注工事損失引当金 ４  ４６  ７  

  賞 与 引 当 金 ２５１  ８２  ８６  

  そ の 他 ８００  ６１２  ９３３  

       

固 定 負 債 １７，５０４ ４２．３ １８，３９３ ４３．０ １７，９２７ ３４．０

  長 期 借 入 金 １４，６６５  １５，６６５  １５，１６５

    繰 延 税 金 負 債 －  １００  －

  退職給付引当金 ２，８１５  ２，６０４  ２，７３８

  そ の 他 ２３  ２３  ２３  

 負 債 合 計 ３８，６９５ ９３．４ ４０，４２５ ９４．４ ４９，０５９ ９３．０
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                                      （単位：百万円） 

当 中 間 会 計 期 間 末 前 中 間 会 計 期 間 末 

（平成１8年９月３０日現在） （平成１7年９月３０日現在） 

前事業年度の要約貸借対照表 

（平成１8年３月３１日現在） 

        期    別  

 

 科    目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

       

（ 資 本 の 部 ）       

       

資 本 金 － － ７，１９７ １６．８ ２，０００ ３．８ 

資 本 剰 余 金 － － １３，４８２ ３１．５ １８，６７９ ３５．４ 

 資 本 準 備 金 －  ６，１００  ５００  

 その他資本剰余金 －  ７，３８２  １８，１７９  

利 益 剰 余 金 － － △ １８，５８６ △４３．４ △ １７，１２８ △３２．５ 

 中間(当期)未処分利益 －  △ １８，５８６  △ １７，１２８  

その他有価証券評価差額金 － － ３２６ ０．７ １８１ ０．３ 

自 己 株 式 － － △ １１ △０．０ △ １４ △ ０．０ 

       

資 本 合 計 － － ２，４０７ ５．６ ３，７１８ ７．０ 

負 債 ・ 資 本 合 計 － － ４２，８３３ １００．０ ５２，７７７ １００．０ 

       

（ 純 資 産 の 部 ）       

       

株 主 資 本 ２，５８４ ６．２ － － － － 

資 本 金 ２，０００ ４．８ － － － － 

資 本 剰 余 金 １，５５０ ３．７ － － － － 

 資 本 準 備 金 ５００      －  －  

 その他資本剰余金 １，０５０  －  －  

利 益 剰 余 金 △ ９５１ △２．３ － － － － 

 その他利益剰余金 △ ９５１  －  －  

  繰越利益剰余金 △ ９５１  －  －  

自 己 株 式 △ １４ △０．０ － － － － 

       

評 価 ・ 換 算 差 額 等 １５１ ０．４ － － － － 

その他有価証券評価差額金 １５１ ０．４ － － － － 

       

純 資 産 合 計 ２，７３６ ６．６ － － － － 

負 債 ・ 純 資 産 合 計 ４１，４３１ １００．０ － － － － 
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（２）中 間 損 益 計 算 書 
 
                                                  （単位：百万円） 

当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間 前事業年度の要約損益計算書 
自 平成１8年４月 １日
至 平成１8年９月３０日 

自 平成１7年４月 １日
至 平成１7年９月３０日 

自 平成１7年４月 １日 
至 平成１8年３月３１日 

      期  別 
 
 
 科  目 

金 額 比 率 金 額 比 率 金 額 比 率 
  ％  ％  ％ 

売 上 高 （２５，００８） （１００．０） （１８，６７４） （１００．０） （６２，３５３） （１００．０）

完 成 工 事 高 １６，６７７ １００．０ １２，０７１ １００．０ ４４，７０５ １００．０

製 品 等 売 上 高 ８，３３０ １００．０ ６，６０３ １００．０ １７，６４７ １００．０

売 上 原 価 （２３，４８７） （９３．９） （１７，９１６） （９５．９） （５７，８９９） （９２．９）

完 成 工 事 原 価 １５，９９０ ９５．９ １１，９９３ ９９．４ ４２，３０２ ９４．６

製品等売上原価 ７，４９７ ９０．０ ５，９２３ ８９．７ １５，５９７ ８８．４

売 上 総 利 益 （１，５２０） （６．１） （７５８） （４．１） （４，４５３） （７．１）

完成工事総利益 ６８７ ４．１ ７８ ０．６ ２，４０３ ５．４

製品等売上総利益 ８３２ １０．０ ６８０ １０．３ ２，０５０ １１．６

販売費及び一般管理費 ２，０８７ ８．３ ２，２３９ １２．０ ４，４３１ ７．１

営 業 利 益 △ ５６７ △２．３ △ １，４８０ △７．９ ２２ ０．０

営 業 外 収 益 （３８） （０．２） （２４） （０．１） （５２） （０．１）

受 取 利 息 １４  ５  １０

土 地 賃 貸 料 ８  ９  １６

そ の 他 １４  ８  ２４

営 業 外 費 用 （２３２） （０．９） （７１０） （３．８） （９２２） （１．５）

支 払 利 息 １６４  ４２１  ５８１

新 株 発 行 費 －  １０８  １１３

そ の 他 ６８  １８１  ２２７

経 常 利 益 △ ７６２ △３．０ △ ２，１６７ △１１．６ △ ８４８ △１．４

特 別 利 益 （２６） （０．１） （１９） （０．1）      （４２３） （０．７）

 投資有価証券売却益 －  ８  ４０１  

 ゴルフ会員権償還益 －  １１  １５  

 貸倒引当金戻入益 ２５  －  －  

そ の 他 １  －  ６  

特 別 損 失 （１９０） （０．８） （１６，４２７） （８８．０） （１６，６５３） （２６．７）

固定資産売却損 ２１  ４  ９  

固定資産除却損 －  １  ９  

貸倒引当金繰入額 －  ６８４  ６７４  

販売用不動産評価損 －  ７９２  ７９２  

子会社株式評価損 －  １２，８７９  １２，８７９  

ゴルフ会員権評価損 １３３  －  －  

 減 損 損 失 －  １，７６１  １，７６１  

 貸 倒 損 失 －  ７４  ７４  

そ の 他 ３４  ２２８  ４５１  

税引前中間(当期)純利益 △ ９２５ △３．７ △ １８，５７６ △９９．５ △ １７，０７８ △２７．４

法人税、住民税及び事業税 ２６ ０．１ １０ ０．０ ５０ ０．１

中間(当期)純利益 △ ９５１ △３．８ △ １８，５８６ △９９．５ △ １７，１２８ △２７．５

前 期 繰 越 利 益 －  △ ２，４９１  △ ２，４９１

資本金減少による繰越損失填補額 －  ２，４９１  ２，４９１

中間(当期)未処分利益 －  △ １８，５８６  △ １７，１２８



６ 

（３）中間株主資本等変動計算書 
 
当中間会計期間 （自 平成１8年４月１日 至 平成１8年９月３０日）                  （単位：百万円） 

株主資本 
資本剰余金 利益剰余金 

その他利益
剰余金  

資本金 資本  
剰余金 

その他 
資 本  
剰余金 

資本剰余金 
合計 繰越利益 

剰余金 

利益剰余金 
合計 

自己株式 株主資本
合計 

平成１８年３月３１日残高 ２，０００ ５００ １８，１７９ １８，６７９ △１７，１２８ △１７，１２８ △１４ ３，５３６ 

中間会計期間中の変動額         

中間純損失 － － － － △９５１ △９５１ － △９５１ 

繰越利益剰余金てん補額 － － △１７，１２８ △１７，１２８ １７，１２８ １７，１２８ － － 

自己株式の取得 － － － － － － △０ △０ 

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額） － － － － － － － － 

中間会計期間中の変動額合計 － － △１７，１２８ △１７，１２８ １６，１７６ １６，１７６ △０ △９５２ 

平成１８年９月３０日残高 ２，０００ ５００ １，０５０ １，５５０ △９５１ △９５１ △１４ ２，５８４ 

 

評価・換算差額等 
 その他有価証券 

評 価 差 額 金 
評 価 ・ 換 算 
差 額 合 計 

純資産合計 

平成１８年３月３１日残高 １８１ １８１ ３，７１８ 

中間会計期間中の変動額    

中間純損失 － － △９５１ 

繰越利益剰余金てん補額 － － － 

自己株式の取得 － － △０ 

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額） △２９ △２９ △２９ 

中間会計期間中の変動額合計 △２９ △２９ △９８２ 

平成１８年９月３０日残高 １５１ １５１ ２，７３６ 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



７ 

 
［中間財務諸表作成の基本となる重要な事項］ 

 
１．資産の評価基準及び評価方法 

    (１) 有価証券 
        子会社株式及び関連会社株式   …   移動平均法による原価法 
        その他有価証券 
         時価のあるもの        …   中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産     
                            直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
         時価のないもの        …   移動平均法による原価法 
    (２) たな卸資産 
        未成工事支出金、販売用不動産  …   個別法による原価法 
        材料貯蔵品           …   移動平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 
    (１) 有形固定資産           …   定率法 
                            ただし、平成10年4月１日以降の新規取得建物（建物附属設備を除 
                            く）については、定額法によっております。 
                            なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
                              建物      …   ７ ～ ５０年 
                              機械装置    …   ５ ～  ７年 
    (２) 無形固定資産           …   定額法 
                            なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能 
                            期間(５年)に基づく定額法によっております。 

３．引当金の計上基準 
    (１) 貸倒引当金            …   売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ 
                            いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権については 
                            個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
    (２) 完成工事補償引当金        …   完成工事のかし担保及びアフターサービス等の支出に備えるため、 
                            当中間会計期間末に至る１年間の完成工事高に前２会計期間の補修 
                            費の実績割合を乗じた額を計上しております。 
    (３) 受注工事損失引当金        …   工事受注契約に係る将来の損失に備えるため、当中間会計期間末に 
                            おける工事受注契約に係る損失見込額を計上しております。 
    (４) 賞与引当金            …   従業員の賞与支給に備えて、当中間会計期間において負担すべき支 
                            給見込額を計上しております。 
    (５) 退職給付引当金          …   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債 
                            務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生 
                            していると認められる額を計上しております。 
                            なお、会計基準変更時差異（1,769百万円）については、15年によ 
                            る按分額を費用処理しております。 
                            過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一 
                            定の年数（13年）による定額法により費用処理しております。 
                            数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内 
                            の一定の年数（10年）による定額法によりそれぞれ翌期から費用処 
                            理しております。 
     

４．リース取引の処理方法 
     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取 
     引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 

５．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
① 消費税等の会計処理        …   消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 
② 連結納税制度の適用        …   連結納税制度を適用しております。 
 



８ 

 
［ 会 計 方 針 の 変 更 ］ 

 
（貸借対照表の純資産の表示に関する会計基準） 
当中間会計期間より「貸借対照表の純資産の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17年12月9日）及び 「貸
借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号 平成 17年 12月 9日）を適用
しております。 

   従来の資本の部の合計に相当する金額は、2,736百万円であります。 
 

 
［ 注 記 事 項 ］ 

 
  （中間貸借対照表関係） 
                        （当中間会計期間末）   （前中間会計期間末）   （前事業年度） 
  １．有形固定資産の減価償却累計額      １７，１６４百万円   １７，２８１百万円   １７，４５８百万円 
  ２．担保に供している資産  建    物     ７３０百万円      ２５４百万円      ２５１百万円 
                土    地   ９，４３６百万円    ８，５０８百万円    ８，５０８百万円 
  ３．保証債務額                    ９百万円       １０百万円        ９百万円 
 
 
  （中間損益計算書関係） 
  １．当社の売上高は、通常の営業の形態として、上半期に比べ下半期に完成する工事の割合が大きいため、事業年度の上半期 
    の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違があり、上半期と下半期の業績に季節的変動があります。 
  ２．減価償却実施額 
                        （当中間会計期間）   （前中間会計期間）   （前事業年度） 
                有形固定資産     ２９７百万円      ３３７百万円      ６７４百万円 
                無形固定資産      ２２百万円       ２１百万円       ４３百万円 
 
 

 
 
  （ リ ー ス 取 引 関 係 ） 
   EDINETによる開示を行うため記載を省略しております。 


